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論文の内容の要旨 
 佐々木祥太郎氏の学位論文は、「脳卒中患者の着衣動作獲得」について、着衣所要時間を指標とし
て実用的な着衣所要時間の水準と着衣所要時間の短縮方法について検討することを目的としている。
その要旨は以下のとおりである。 
 
（目的） 
 着衣動作の自立は、健康や生活と密接に関係し、その能力の再獲得は、健康、社会生活の双方にお
いて重要な課題である。また、上衣の更衣は、動作の可否と実際に生活上行っているか否かには、格
差が大きいとされている。動作が可能にも関わらず、日常生活で上衣の更衣に介助を要する者が多
く存在し、動作の所要時間が関連することが質問紙調査で示唆されている。しかし、着衣動作と所
要時間の関連を量的に検討した報告は極めて少なく、所要時間を含めた着衣自立度に関連する要因
は明らかでない。また、上衣の着衣の実用的な所要時間の水準やその短縮方法は明らかではない。
著者は、着衣の動作が可能か否かという観点のみならず、動作の所要時間と実際の生活における着
衣動作の自立に焦点をあてることの必要性を指摘している。 
 本研究は７つの研究で構成され、脳卒中患者の上衣の着衣動作の自立度と所要時間を検討し、実
用的な着衣所要時間の水準と着衣所要時間の短縮方法を明らかにすることを目的としている。 
 
（方法） 
 第 3章（研究 1）では、22名の成人を対象に上衣着衣の所要時間測定の信頼性を検討した。 
 第 4 章（研究 2）では、急性期病院入院中の脳卒中患者 518名を対象に着衣自立度に関連する因
子を検討した。 
 第 5章（研究 3）では、リハビリテーション病院に入院した 165名の脳卒中患者を対象に発症 5-
6ヶ月の着衣自立度に関連する身体・認知機能、着衣動作能力の予測因子を検討した。 
 第 6 章（研究 4）では、急性期病院入院中有の脳卒中患者 167 名を対象に脳卒中入院患者の着衣
自立に必要な着衣所要時間の水準を検討した。また、看護師 22名を対象に介助者が介助せずに着衣
動作を待てる時間を検討した。 
 第 7章（研究 5）では、在宅の脳卒中患者 51名を対象に在宅の脳卒中患者の着衣自立に必要な着
衣所要時間の水準を検討した。 
  第 8章（研究 6）では、脳卒中患者 14名を対象に衣類の違いによる着衣所要時間，着衣困難感の
相違を検討した。 
 第 9章（研究 7）では、脳卒中患者 18名を対象に着衣所要時間の短縮方法を検討した。 
 
（結果） 
１．上衣着衣の所要時間測定の検者間再現性および検者内再現性は着衣所要時間を測定する方法の 
  相対信頼性、絶対信頼性の両者が示された。また、1人の検者が 1回測定を行うことで信頼性 
  を保証できることが示された（研究 1）。 
２．脳卒中患者の着衣自立度に関連する因子は、ロジスティック回帰分析の結果、年齢、着衣所要 
  時間、意識レベル、注意障害の有無が独立して影響していた。量的な検討により着衣所要時間 
  が着衣の自立度に影響することが示された（研究 2）。 
３．脳卒中患者の発症 6ヶ月後の着衣自立度に関連する身体・認知機能、着衣動作能力の予測因子 
  は、発症 2週目の年齢、上肢麻痺、半側空間無視の有無、着衣動作能力であった。発症早期か 
  ら着衣動作能力はその後の自立度を規定する因子であることが示された（研究 3）。 
４．脳卒中入院患者の着衣自立に必要な着衣所要時間の水準は ROC曲線の結果から、180秒以内で 
  あった。また、介助者の介助せずに着衣動作を待てる時間は、90秒であった。入院期の脳卒 
  中患者の着衣自立度は一定の所要時間の水準により規定されることが示された（研究 4）。 
５．在宅の脳卒中患者の着衣自立に必要な着衣所要時間の水準は、210秒であった。在宅の脳卒 
  中患者の着衣自立度は一定の所要時間の水準により規定されることが示された（研究 5）。 
６．衣類の違いによる着衣所要時間は、前開きシャツとかぶりシャツの間で有意な差があり、衣類 
  のサイズによる差はなかった。また、着衣困難感は、衣類の形態による差はなかった。衣類の 
  形態により着衣所要時間は変化しうることが示された（研究 6）。 
７．脳卒中患者の着衣所要時間の短縮方法は、研究 4で示された着衣自立に必要な着衣所要時間の 
  水準を目標値として設定した練習により、身体機能障害を呈した対象者の着衣所要時間は短縮 
  し、自立度が向上した。着衣所要時間を目標値として着衣所要時間の短縮を図る方策の有効性 
  が示された。 
 
（考察） 
 本研究は、脳卒中患者を対象に着衣の自立度と着衣所要時間の関連を量的に検討し、自立の目安
となる着衣所要時間の水準とその短縮方法を明らかにしたものである。さらに本研究では、脳卒中
患者を対象とした着衣の自立度と所要時間との関連を量的に示した点に新規性を有すると指摘して
いる。また、衣類の形態の選定や所要時間を目標値とした介入効果が明らかとなった点に臨床的な
意義があるとしている。本論文で指摘した着衣の自立度と着衣所要時間の関連や自立の目安となる
水準や短縮方法が明らかとなったことより、従来の日常生活動作能力の評価指標である動作の可否
のみならず動作の所要時間を評価指標や治療的介入の目標値として用いることが重要であると結論
している。 
 
 
審査の結果の要旨 
（批評） 
 佐々木氏の研究は、脳卒中患者の着衣動作獲得について、実際に生活上行っているか否かの自立度の観点か
ら、着衣所要時間を指標に総合的に検証している。高齢者や脳卒中患者の日常生活動作獲得の評価は、世界的
に動作可否を指標としている。しかし、本研究は動作の可否と生活上の自立には乖離があり、着衣の自立度と
所要時間との関連を量的に示し、新たな日常生活動作の評価指標を示した新規性および、患者の実生活に即し
た評価法に資する知見を示した点から高く評価できる。また、所要時間を目標値とした介入効果も検証し、臨
床応用と治療的介入法開発への道筋を示したという点から、臨床的・社会的意義は大変大きい。 
平成 31年 1月 30日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求め、
関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。 
よって、著者は博士（生涯発達科学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
